
技術適性重視型指名競争入札・発注予定工事    （平成 15 年 11 月 17 日公表） 

 

○意向申出書の受付期間：平成 15 年 11 月 25 日（火）、26 日（水）（両日とも午前９時から正午まで） 

○受 付 場 所：財政局契約部契約第一課 ℡０４５（６７１）２２４５ 

○指名通知予定日：平成 15 年 12 月３日（水） 

○入 札 予 定 日：平成 15 年 12 月 25 日（木）（入札時に工事費内訳書を持参しない場合、入札に参加できません。） 

番号 工 事 件 名          施 工 場 所     工 事 概 要          工 期      入 札 参 加 の 資 格 基 準             備 考      

根岸橋架替工事（その１） 

磯子区上町

4番地先～ 

丸山 2-4 番

地先 

・仮桟橋設置工（下流側） 

 1,300 ㎡ 

・橋梁下部工(連壁式橋台)2 基

・基礎杭工 

 φ1,000mm 鋼管杭 

 Ｌ＝15.5～19ｍ 21 本 

・地盤改良工 

・既設橋落橋、橋台、護岸撤去

工 

・仮桟橋撤去工（一部） 

契約の日から 

平成 16 年 

３月 18 日まで 

 下記の要件を満たす 

 

技術修得型共同企業体 

 

であること。 

● 予定価格 

（消費税相当額を除く。） 

  362,360,000 円 

● 対象とする工種・工法 

［土木］ 

 橋梁下部工事（河川・海上橋） 

 ａ区分又はｂ区分 

 

● 設計図書代金 

 （一般会計） 

２，０００円 
※設計図書は必ず購入してください。 

6011 

 

 

 

 

上記工事の契約の相手方と、上記工事に直接関連する他の工事を随意契約する予定 有 

■全体工事概要  ①仮桟橋設置・撤去工 2,500 ㎡  ②既設橋落橋撤去・護岸撤去工 一式  ③橋梁下部工（連壁式橋台） ２基 

④上部工（合成床版橋）製作・架設工 590 ㎡  ⑤基礎杭工（φ1,000mm 鋼管杭 Ｌ＝15.5～19ｍ）38 本  ⑥地盤改良工 一式 

⑦交差点改良工 一式 

※ 共同企業体の要件 
１ 共同企業体の入札参加資格 

(1) 市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であること（申出時の名称は、「○○建設共同企業体」とする。）。 
(2) 構成員の数は３者であること。 
(3) 構成員の組合せは、代表構成員の資格要件を満たす者１者と市内企業構成員の資格要件を満たす者２者の組合せであること。 
(4) 構成員の出資比率は、各構成員の出資比率がその共同企業体の総出資額の 10 分の２以上であるとともに、代表構成員の出資比率は構成員中 大であること。 

２ 代表構成員の資格要件 
(1) 申出時において、技術適性リストの〔土木〕橋梁下部工事（河川・海上橋）ａ区分又はｂ区分に登載されている者であること。 
(2) 平成５年４月１日から意向申出書の提出までの間に完成した橋梁下部（河川・海上橋）工事の施工経験を元請で有する土木に係る監理技術者を施工現場に専任で
配置すること。 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号（第 11 号を除く。）のいずれかに該当する者でないこと。 
３ 市内企業構成員の資格要件 

(1) 登録工種及びランクが「土木Ａ」であること。 
(2) 土木に係る監理技術者を、技術者として施工現場に専任で配置すること。 
(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号のいずれかに該当する者でないこと。 

４ 入札に参加を希望する場合の提出書類 
(1) 入札参加意向申出書（兼配置予定技術者調書）、配置予定技術者調書（共同企業体用） 
(2) 共同企業体協定書兼委任状（入札参加資格申請用） 



技術適性重視型指名競争入札・発注予定工事    （平成 15 年 11 月 17 日公表） 

 

○意向申出書の受付期間：平成 15 年 11 月 25 日（火）、26 日（水）（両日とも午前９時から正午まで） 

○受 付 場 所：財政局契約部契約第一課 ℡０４５（６７１）２２４５ 

○指名通知予定日：平成 15 年 12 月３日（水） 

○入 札 予 定 日：平成 15 年 12 月 25 日（木）（入札時に工事費内訳書を持参しない場合、入札に参加できません。） 

番号 工 事 件 名          施 工 場 所     工 事 概 要          工 期      入 札 参 加 の 資 格 基 準             備 考      

都市計画道路桂町戸塚遠

藤線（小菅ヶ谷・舞岡地

区）街路整備工事（その

10） 

栄区本郷台

5丁目地内 

・橋梁下部工（逆Ｔ式橋台）

 ２基 

 Ｗ＝10ｍ、Ｌ＝27.3ｍ 

 コンクリート打設 927 ㎥ 

 鋼矢板打設 

 Ｌ＝16.5ｍ～19ｍ 286 枚 

・土工  14,000 ㎥ 

・仮舗装  1,100 ㎡ 

契約の日から 

平成 16 年 

３月 31 日まで 

 下記の要件を満たす 

 

技術修得型共同企業体 

 

であること。 

● 予定価格 

（消費税相当額を除く。） 

  306,870,000 円 

● 対象とする工種・工法 

［土木］ 

 街路築造工事 

 

● 設計図書代金 

 （一般会計） 

４，０００円 
※設計図書は必ず購入してください。 

 

 

 

 

 

6012 

上記工事の契約の相手方と、上記工事に直接関連する他の工事を随意契約する予定 有 

■全体工事概要    ①土工 40,400 ㎥    ②橋梁下部工（逆Ｔ式橋台）２基    ③擁壁工（深礎杭）Ｈ18～25ｍ Ｌ＝75ｍ 

④擁壁工（ブロック積） Ｈ3～5ｍ Ｌ＝75ｍ   ⑤仮舗装 1,100 ㎡   ⑥補強土工 Ｌ＝35ｍ 

※ 共同企業体の要件 
１ 共同企業体の入札参加資格 

(1) 市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であること（申出時の名称は、「○○建設共同企業体」とする。）。 
(2) 構成員の数は３者であること。 

   (3) 構成員の組合せは、代表構成員の資格要件を満たす者１者と市内企業構成員の資格要件を満たす者２者の組合せであること。 
(4) 構成員の出資比率は、各構成員の出資比率がその共同企業体の総出資額の 10 分の２以上であるとともに、代表構成員の出資比率は構成員中 大であること。 

２ 代表構成員の資格要件 
(1) 申出時において、技術適性リストの〔土木〕街路築造工事に登載されている者であること。 
(2) 平成５年４月１日から意向申出書の提出までの間に完成した高さ 10ｍ以上の直擁壁工事を含む街路築造工事の施工経験を元請で有する土木に係る監理技術者 

  を施工現場に専任で配置すること。 
(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号（第 11 号を除く。）のいずれかに該当する者でないこと。 

３ 市内企業構成員の資格要件 
(1) 登録工種及びランクが「土木Ａ」であること。 
(2) 土木に係る監理技術者を、技術者として施工現場に専任で配置すること。 
(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号のいずれかに該当する者でないこと。 

４ 入札に参加を希望する場合の提出書類 
(1) 入札参加意向申出書（兼配置予定技術者調書）、配置予定技術者調書（共同企業体用） 
(2) 共同企業体協定書兼委任状（入札参加資格申請用） 
 



技術適性重視型指名競争入札・発注予定工事    （平成 15 年 11 月 17 日公表） 

 

○意向申出書の受付期間：平成 15 年 11 月 25 日（火）、26 日（水）（両日とも午前９時から正午まで） 

○受 付 場 所：財政局契約部契約第一課 ℡０４５（６７１）２２４５ 

○指名通知予定日：平成 15 年 12 月３日（水） 

○入 札 予 定 日：平成 15 年 12 月 25 日（木）（入札時に工事費内訳書を持参しない場合、入札に参加できません。） 

番号 工 事 件 名          施 工 場 所     工 事 概 要          工 期      入 札 参 加 の 資 格 基 準             備 考      

 

 

 

栄第二下水処理場揚水施

設等築造工事 

栄第二下水処理場揚水施

設等築造工事（その２） 

 

 

＜２件合併入札＞ 

栄区長沼町

82 番地 

＜躯体規模＞ 

汚水調整池 59×29×9.1ｍ 

揚水施設  25×20×12.1ｍ 

・土工 28,000 ㎥ 

・仮設工(ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ地中連続壁)

         2,600 ㎡ 

・基礎工 

地盤改良工 5,800 ㎥ 

場所打ち杭 

 φ1,200～1,900mm 28 本 

 既製ｺﾝｸﾘｰﾄ杭 

 φ600mm 19 本 

・躯体築造工 

 ｺﾝｸﾘｰﾄ打設 10,600 ㎥ 

契約の日から 

平成 17 年 

７月 31 日まで 

下記の要件を満たす 

 

技術修得型共同企業体 

 

であること。 

● 予定価格 

（消費税相当額を除く。） 

  1,427,540,000 円 

● 対象とする工種・工法 

［土木］ 

 水処理施設工事（水処理施設） 

  又は 

 水処理施設工事（ポンプ施設） 

 

● 設計図書代金 

 （下水道事業会計） 

７，５００円 

 （一般会計） 

         ４，０００円 
※設計図書は必ず購入してください。 

6013 

6014 

 

 

 

上記工事の契約の相手方と、上記工事に直接関連する他の工事を随意契約する予定 有 

■全体工事概要    ①土工（掘削量）28,000 ㎥   ②基礎工  一式   ③仮設工  ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ地中連続壁  2,600 ㎡ 

④地下躯体築造工  ｺﾝｸﾘｰﾄ打設  10,600 ㎥   ⑤地上躯体築造工  一式 

※ 共同企業体の要件 
１ 共同企業体の入札参加資格 

   (1) 市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であること（申出時の名称は、「○○建設共同企業体」とする。）。 
(2) 構成員の数は３者であること。 
(3) 構成員の組合せは、代表構成員の資格要件を満たす者１者と市内企業構成員の資格要件を満たす者２者の組合せであること。 
(4) 構成員の出資比率は、各構成員の出資比率がその共同企業体の総出資額の 10 分の２以上であるとともに、代表構成員の出資比率は構成員中 大であること。 

２ 代表構成員の資格要件 
(1) 申出時において、技術適性リストの〔土木〕水処理施設工事（水処理施設）又は水処理施設工事（ポンプ施設）に登載されている者であること。 
(2) 平成５年４月１日から意向申出書の提出までの間に完成した下水処理場における水処理施設築造工事及びソイルセメント地中連続壁工事の施工経験を元請で有す
る土木に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。（水処理施設築造工事と地中連続壁工事の施工経験は別の技術者でも可。） 

(3) 申出時において、建築に係る特定建設業の許可を有し、かつ、平成 15・16 年度工事請負等入札参加資格審査申請時において、「建築」に登録があること。 
   (4) 二期目以降の建築工事については、建築に係る監理技術者を、技術者として施工現場に専任で配置すること。（(2)の技術者との兼任可） 
   (5) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号（第 11 号を除く。）のいずれかに該当する者でないこと。 
３ 市内企業構成員の資格要件 

   (1) 登録工種及びランクが「土木Ａ」であること。 



 
   (2) 土木に係る監理技術者を、技術者として施工現場に専任で配置すること。 

(3) 申出時において、建築に係る特定建設業の許可を有し、かつ、平成 15・16 年度工事請負等入札参加資格審査申請時において、「建築」に登録があること。 
   (4) 二期目以降の建築工事については、建築に係る監理技術者を、技術者として施工現場に専任で配置すること。（(2)の技術者との兼任可） 
   (5) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号のいずれかに該当する者でないこと。 
４ 入札に参加を希望する場合の提出書類 

(1) 入札参加意向申出書（兼配置予定技術者調書）、配置予定技術者調書（共同企業体用） 
(2) 共同企業体協定書兼委任状（入札参加資格申請用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

技術適性重視型指名競争入札・発注予定工事    （平成 15 年 11 月 17 日公表） 

 

○意向申出書の受付期間：平成 15 年 11 月 25 日（火）、26 日（水）（両日とも午前９時から正午まで） 

○受 付 場 所：財政局契約部契約第一課 ℡０４５（６７１）２２４５ 

○指名通知予定日：平成 15 年 12 月３日（水） 

○入 札 予 定 日：平成 15 年 12 月 25 日（木）（入札時に工事費内訳書を持参しない場合、入札に参加できません。） 

番号 工 事 件 名          施 工 場 所     工 事 概 要          工 期      入 札 参 加 の 資 格 基 準             備 考      

6015 
港北下水処理場水処理施

設（第五期）築造工事 

港北区 

太尾町 

1805 番地 

＜躯体規模＞ 

初沈殿池 20×51×9ｍ 

反応タンク 35×51×10ｍ 

・土工（掘削土量）36,643 ㎥

・仮設工 

 鋼矢板土留め工 

法切りｵｰﾌﾟﾝｶｯﾄ工 

・基礎工 

 基礎杭（ＳＣ杭＋ＰＨＣ杭）

 φ800mm 343 本 

・躯体築造工 

 ｺﾝｸﾘｰﾄ打設 10,541 ㎥ 

契約の日から 

平成 18 年 

３月 15 日まで 

下記の要件を満たす 

 

技術修得型共同企業体 

 

であること。 

● 予定価格 

（消費税相当額を除く。） 

  1,530,640,000 円 

 

● 対象とする工種・工法 

［土木］ 

 水処理施設工事（水処理施設） 

 

● 設計図書代金 

 （下水道事業会計） 

７，５００円 
※設計図書は必ず購入してください。 

※ 共同企業体の要件 
１ 共同企業体の入札参加資格 

   (1) 市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であること（申出時の名称は、「○○建設共同企業体」とする。）。 
(2) 構成員の数は３者であること。 
(3) 構成員の組合せは、代表構成員の資格要件を満たす者１者と市内企業構成員の資格要件を満たす者２者の組合せであること。 
(4) 構成員の出資比率は、各構成員の出資比率がその共同企業体の総出資額の 10 分の２以上であるとともに、代表構成員の出資比率は構成員中 大であること。 

２ 代表構成員の資格要件 
(1) 申出時において、技術適性リストの〔土木〕水処理施設工事（水処理施設）に登載されている者であること。 
(2) 平成５年４月１日から意向申出書の提出までの間に完成した下水処理場における水処理施設（ポンプ施設、雨水貯留施設及び雨水滞水池を除く）築造工事の施工
経験を元請で有する土木に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号（第 11 号を除く。）のいずれかに該当する者でないこと。 
３ 市内企業構成員の資格要件 

   (1) 登録工種及びランクが「土木Ａ」であること。 
   (2) 土木に係る監理技術者を、技術者として施工現場に専任で配置すること。 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号のいずれかに該当する者でないこと。 
４ 入札に参加を希望する場合の提出書類 

(1) 入札参加意向申出書（兼配置予定技術者調書）、配置予定技術者調書（共同企業体用） 
(2) 共同企業体協定書兼委任状（入札参加資格申請用） 

 



 

技術適性重視型指名競争入札・発注予定工事    （平成 15 年 11 月 17 日公表） 

 

○意向申出書の受付期間：平成 15 年 11 月 25 日（火）、26 日（水）（両日とも午前９時から正午まで） 

○受 付 場 所：財政局契約部契約第一課 ℡０４５（６７１）２２４５ 

○指名通知予定日：平成 15 年 12 月３日（水） 

○入 札 予 定 日：平成 15 年 12 月 25 日（木）（入札時に工事費内訳書を持参しない場合、入札に参加できません。）  

番号 工 事 件 名          施 工 場 所     工 事 概 要          工 期      入 札 参 加 の 資 格 基 準             備 考      

6016 

金沢下水処理場分離液処

理施設 初沈殿池築造工

事 

金沢区 

幸浦 1‐9 

＜躯体規模＞ 

51.3ｍ×25.8ｍ×16.1ｍ 

・躯体築造工 

 鉄筋・型枠工 

 ｺﾝｸﾘｰﾄ打設 6,878 ㎥ 

・地下連続壁工（柱列式） 

 φ550～650mmＬ＝19～21ｍ

 水平延長 75ｍ 

・基礎工 

 既製ｺﾝｸﾘｰﾄ杭打設 

・土工 19,000 ㎥ 

契約の日から 

平成 18 年 

３月 15 日まで 

下記の要件を満たす 

 

技術修得型共同企業体 

 

であること。 

● 予定価格 

（消費税相当額を除く。） 

  849,850,000 円 

● 対象とする工種・工法 

［土木］ 

 水処理施設（水処理施設） 

 

● 設計図書代金 

 （下水道事業会計） 

７，５００円 
※設計図書は必ず購入してください。 

 
（注記） 本工事と別途発注の「金沢下水処理場分離液処理施設 終沈殿池築造工事」を両方とも落札した場合、「近接工事」の対象となるため契約後、減額調整の 

うえ、変更契約を締結することとします。 
※ 共同企業体の要件 
１ 共同企業体の入札参加資格 

   (1) 市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であること（申出時の名称は、「○○建設共同企業体」とする。）。 
(2) 構成員の数は３者であること。 
(3) 構成員の組合せは、代表構成員の資格要件を満たす者１者と市内企業構成員の資格要件を満たす者２者の組合せであること。 
(4) 構成員の出資比率は、各構成員の出資比率がその共同企業体の総出資額の 10 分の２以上であるとともに、代表構成員の出資比率は構成員中 大であること。 

２ 代表構成員の資格要件 
(1) 申出時において、技術適性リストの〔土木〕水処理施設工事（水処理施設）に登載されている者であること。 
(2) 平成５年４月１日から意向申出書の提出までの間に完成した下水処理場における水処理施設（ポンプ施設、雨水貯留施設及び雨水滞水池を除く）築造工事及び 
ソイルセメント地中連続壁工事の施工経験を元請で有する土木に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。（水処理施設築造工事と地中連続壁工事の施工
経験は別の技術者でも可。） 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号（第 11 号を除く。）のいずれかに該当する者でないこと。 
３ 市内企業構成員の資格要件 

   (1) 登録工種及びランクが「土木Ａ」であること。 
   (2) 土木に係る監理技術者を、技術者として施工現場に専任で配置すること。 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号のいずれかに該当する者でないこと。 
４ 入札に参加を希望する場合の提出書類 

(1) 入札参加意向申出書（兼配置予定技術者調書）、配置予定技術者調書（共同企業体用） 
(2) 共同企業体協定書兼委任状（入札参加資格申請用） 



技術適性重視型指名競争入札・発注予定工事    （平成 15 年 11 月 17 日公表） 

 

○意向申出書の受付期間：平成 15 年 11 月 25 日（火）、26 日（水）（両日とも午前９時から正午まで） 

○受 付 場 所：財政局契約部契約第一課 ℡０４５（６７１）２２４５ 

○指名通知予定日：平成 15 年 12 月３日（水） 

○入 札 予 定 日：平成 15 年 12 月 25 日（木）（入札時に工事費内訳書を持参しない場合、入札に参加できません。）  

番号 工 事 件 名          施 工 場 所     工 事 概 要          工 期      入 札 参 加 の 資 格 基 準             備 考      

6017 

金沢下水処理場分離液処

理施設 終沈殿池築造工

事 

金沢区 

幸浦 1‐9 

＜躯体規模＞ 

51.3ｍ×43.3ｍ×20ｍ 

・躯体築造工 

 鉄筋・型枠工 

 ｺﾝｸﾘｰﾄ打設 10,389 ㎥ 

・地下連続壁工（柱列式） 

 φ600～650mm 

Ｌ＝19.5～21.5ｍ

 水平延長 189ｍ 

・基礎工 

 鋼管杭打設 

・土工 33,130 ㎥ 

契約の日から 

平成 18 年 

３月 15 日まで 

下記の要件を満たす 

 

技術修得型共同企業体 

 

であること。 

● 予定価格 

（消費税相当額を除く。） 

  1,311,860,000 円 

● 対象とする工種・工法 

［土木］ 

 水処理施設（水処理施設） 

 

● 設計図書代金 

 （下水道事業会計） 

７，５００円 
※設計図書は必ず購入してください。 

 
（注意） 本工事と別途発注の「金沢下水処理場分離液処理施設 初沈殿池築造工事」を両方とも落札した場合、「近接工事」の対象となるため契約後、減額調整の 

うえ、変更契約を締結することとします。 
※ 共同企業体の要件 
１ 共同企業体の入札参加資格 

   (1) 市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であること（申出時の名称は、「○○建設共同企業体」とする。）。 
(2) 構成員の数は３者であること。 
(3) 構成員の組合せは、代表構成員の資格要件を満たす者１者と市内企業構成員の資格要件を満たす者２者の組合せであること。 
(4) 構成員の出資比率は、各構成員の出資比率がその共同企業体の総出資額の 10 分の２以上であるとともに、代表構成員の出資比率は構成員中 大であること。 

２ 代表構成員の資格要件 
(1) 申出時において、技術適性リストの〔土木〕水処理施設工事（水処理施設）に登載されている者であること。 
(2) 平成５年４月１日から意向申出書の提出までの間に完成した下水処理場における水処理施設（ポンプ施設、雨水貯留施設及び雨水滞水池を除く）築造工事及び 
ソイルセメント地中連続壁工事の施工経験を元請で有する土木に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。（水処理施設築造工事と地中連続壁工事の施工
経験は別の技術者でも可。） 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号（第 11 号を除く。）のいずれかに該当する者でないこと。 
３ 市内企業構成員の資格要件 

   (1) 登録工種及びランクが「土木Ａ」であること。 
   (2) 土木に係る監理技術者を、技術者として施工現場に専任で配置すること。 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号のいずれかに該当する者でないこと。 
４ 入札に参加を希望する場合の提出書類 

(1) 入札参加意向申出書（兼配置予定技術者調書）、配置予定技術者調書（共同企業体用） 
(2) 共同企業体協定書兼委任状（入札参加資格申請用） 



技術適性重視型指名競争入札・発注予定工事    （平成 15 年 11 月 17 日公表） 

 

○意向申出書の受付期間：平成 15 年 11 月 25 日（火）、26 日（水）（両日とも午前９時から正午まで） 

○受 付 場 所：財政局契約部契約第一課 ℡０４５（６７１）２２４５ 

○指名通知予定日：平成 15 年 12 月３日（水） 

○入 札 予 定 日：平成 15 年 12 月 25 日（木）（入札時に工事費内訳書を持参しない場合、入札に参加できません。） 

番号 工 事 件 名          施 工 場 所     工 事 概 要          工 期      入 札 参 加 の 資 格 基 準             備 考      

都筑処理区新井雨水幹線

下水道整備工事 

旭区白根町

2‐8～ 

保土ヶ谷区

新井町 

270 番地先 

・仕上り内径 2,200mm 泥土式

シールド工 

（一次・二次覆工） 

     Ｌ＝1,017.4ｍ 

・立坑築造工 ２箇所 

 鋼矢板、圧入ｹｰｿﾝ 

・防音設備工 

・付帯工 

契約の日から 

平成 17 年 

12 月 20日まで 

下記の要件を満たす 

 

技術修得型共同企業体 

 

であること。 

● 予定価格 

（消費税相当額を除く。） 

  1,332,530,000 円 

● 対象とする工種・工法 

［土木］ 

  シールド工事（泥土圧式） 

  ｂ区分 

● 設計図書代金 

 （下水道事業会計） 

２，０００円 
※設計図書は必ず購入してください。 

 

 

 
 

 

 

6018 

上記工事の契約の相手方と、上記工事に直接関連する他の工事を随意契約する予定 有 

■全体工事概要   ①仕上り内径 2,200mm 泥土圧式シールド工（一次・二次覆工） Ｌ＝1,017.4ｍ   ②立坑築造工 ２箇所 

③仕上り内径 2,200mm 泥土圧式推進工 Ｌ＝157ｍ   ④防音設備工 一式   ⑤特殊人孔築造工 ２箇所 

⑥付帯工 一式   ⑦放流渠 1 箇所 

※ 共同企業体の要件 
１ 共同企業体の入札参加資格 

   (1) 市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であること（申出時の名称は、「○○建設共同企業体」とする。）。 
(2) 構成員の数は３者であること。 
(3) 構成員の組合せは、代表構成員の資格要件を満たす者１者と市内企業構成員の資格要件を満たす者２者の組合せであること。 
(4) 構成員の出資比率は、各構成員の出資比率がその共同企業体の総出資額の 10 分の２以上であるとともに、代表構成員の出資比率は構成員中 大であること。 

２ 代表構成員の資格要件 
(1) 申出時において、技術適性リストの〔土木〕シールド工事（泥土圧式）ｂ区分に登載されている者であること。 
(2) 平成５年４月１日から意向申出書の提出までの間に完成した密閉型シールド工事の施工経験を元請で有する土木に係る監理技術者を施工現場に専任で配置するこ
と。 

   → 入札参加意向申出書の配置予定技術者の工事内容欄に、シールド工法の種類、仕上り内径及び施工延長を記入すること。 
(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号（第 11 号を除く。）のいずれかに該当する者でないこと。 

３ 市内企業構成員の資格要件 
   (1) 登録工種及びランクが「土木Ａ」であること。 
   (2) 土木に係る監理技術者を、技術者として施工現場に専任で配置すること。 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号のいずれかに該当する者でないこと。 
４ 入札に参加を希望する場合の提出書類 

(1) 入札参加意向申出書（兼配置予定技術者調書）、配置予定技術者調書（共同企業体用） 
(2) 共同企業体協定書兼委任状（入札参加資格申請用） 



技術適性重視型指名競争入札・発注予定工事    （平成 15 年 11 月 17 日公表） 

 

○意向申出書の受付期間：平成 15 年 11 月 25 日（火）、26 日（水）（両日とも午前９時から正午まで） 

○受 付 場 所：財政局契約部契約第一課 ℡０４５（６７１）２２４５ 

○指名通知予定日：平成 15 年 12 月３日（水） 

○入 札 予 定 日：平成 15 年 12 月 25 日（木）（入札時に工事費内訳書を持参しない場合、入札に参加できません。） 

番号 工 事 件 名          施 工 場 所     工 事 概 要          工 期      入 札 参 加 の 資 格 基 準             備 考      

中部処理区緑ヶ丘雨水幹

線下水道整備工事 

中区 

本牧緑ヶ丘

42～本郷町

3-202 番地

先 

・仕上り内径 2,000mm 泥土式

シールド工（一次覆工） 

     Ｌ＝860.5ｍ 

・仕上がり内径 2,400mm 

ﾋｭｰﾑ管推進工 Ｌ＝5.5ｍ 

・立坑築造工 ３箇所 

 ﾗｲﾅｰﾌﾟﾚｰﾄ深礎、鋼矢板 

・特殊人孔築造工 １箇所 

・防音設備工 

契約の日から 

平成 18 年 

３月 10 日まで 

下記の要件を満たす 

 

技術修得型共同企業体 

 

であること。 

● 予定価格 

（消費税相当額を除く。） 

  783,000,000 円 

● 対象とする工種・工法 

［土木］ 

  シールド工事（泥土圧式） 

  ａ区分又はｂ区分 

● 設計図書代金 

 （下水道事業会計） 

２，０００円 
※設計図書は必ず購入してください。 

 

 

 
 

 

6019 

 

上記工事の契約の相手方と、上記工事に直接関連する他の工事を随意契約する予定 有 

■全体工事概要   ①仕上り内径 2,000mm 泥土圧式シールド工（一次・二次覆工） Ｌ＝860.5ｍ   ②立坑築造工 ３箇所 

③仕上り内径 2,200mm ヒューム管推進工 Ｌ＝144.5ｍ   ④仕上り内径 2,400mm ヒューム管推進工 Ｌ＝5.5ｍ 

⑤防音設備工 一式   ⑤特殊人孔築造工 ３箇所 

※ 共同企業体の要件 
１ 共同企業体の入札参加資格 

   (1) 市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であること（申出時の名称は、「○○建設共同企業体」とする。）。 
(2) 構成員の数は３者であること。 
(3) 構成員の組合せは、代表構成員の資格要件を満たす者１者と市内企業構成員の資格要件を満たす者２者の組合せであること。 
(4) 構成員の出資比率は、各構成員の出資比率がその共同企業体の総出資額の 10 分の２以上であるとともに、代表構成員の出資比率は構成員中 大であること。 

２ 代表構成員の資格要件 
(1) 申出時において、技術適性リストの〔土木〕シールド工事（泥土圧式）ａ区分又はｂ区分に登載されている者であること。 
(2) 平成５年４月１日から意向申出書の提出までの間に完成した 小曲線半径 60ｍ以下の施工箇所を含む密閉型シールド工事の施工経験を元請で有する土木に係る

監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
→ 入札参加意向申出書の配置予定技術者の工事内容欄に、シールド工法の種類、仕上り内径、施工延長及び 小曲線半径を記入すること。 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号（第 11 号を除く。）のいずれかに該当する者でないこと。 
３ 市内企業構成員の資格要件 

   (1) 登録工種及びランクが「土木Ａ」であること。 
   (2) 土木に係る監理技術者を、技術者として施工現場に専任で配置すること。 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号のいずれかに該当する者でないこと。 
４ 入札に参加を希望する場合の提出書類 

(1) 入札参加意向申出書（兼配置予定技術者調書）、配置予定技術者調書（共同企業体用） 
(2) 共同企業体協定書兼委任状（入札参加資格申請用） 



技術適性重視型指名競争入札・発注予定工事    （平成 15 年 11 月 17 日公表） 

 

○意向申出書の受付期間：平成 15 年 11 月 25 日（火）、26 日（水）（両日とも午前９時から正午まで） 

○受 付 場 所：財政局契約部契約第一課 ℡０４５（６７１）２２４５ 

○指名通知予定日：平成 15 年 12 月３日（水） 

○入 札 予 定 日：平成 15 年 12 月 25 日（木）（入札時に工事費内訳書を持参しない場合、入札に参加できません。） 

番号 工 事 件 名          施 工 場 所     工 事 概 要          工 期      入 札 参 加 の 資 格 基 準             備 考      

栄処理区白土谷雨水幹線

下水道整備工事（その６） 

戸塚区 

戸塚町 

2052～1394

番地先 

・仕上り内径 2,200mm 泥土式

シールド工（一次覆工） 

     Ｌ＝999ｍ 

・立坑築造工 １箇所 

 地下連続壁柱列式 

契約の日から 

平成 17 年 

６月 30 日まで 

下記の要件を満たす 

 

技術修得型共同企業体 

 

であること。 

● 予定価格 

（消費税相当額を除く。） 

  806,010,000 円 

● 対象とする工種・工法 

［土木］ 

  シールド工事（泥土圧式） 

  ａ区分 

 

● 設計図書代金 

 （下水道事業会計） 

２，０００円 
※設計図書は必ず購入してください。 

 

 

 

 
 
 

6020 

 

上記工事の契約の相手方と、上記工事に直接関連する他の工事を随意契約する予定 有 

■全体工事概要   ①仕上り内径 2,200mm 泥土圧式シールド工（一次・二次覆工） Ｌ＝1,003ｍ   ②立坑築造工 １箇所   ③防音設備工 一式 

   ④特殊人孔築造工 ４箇所   ⑤付帯工 一式 

※ 共同企業体の要件 
１ 共同企業体の入札参加資格 

   (1) 市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であること（申出時の名称は、「○○建設共同企業体」とする。）。 
(2) 構成員の数は３者であること。 
(3) 構成員の組合せは、代表構成員の資格要件を満たす者１者と市内企業構成員の資格要件を満たす者２者の組合せであること。 
(4) 構成員の出資比率は、各構成員の出資比率がその共同企業体の総出資額の 10 分の２以上であるとともに、代表構成員の出資比率は構成員中 大であること。 

２ 代表構成員の資格要件 
(1) 申出時において、技術適性リストの〔土木〕シールド工事（泥土圧式）ａ区分に登載されている者であること。 
(2) 平成５年４月１日から意向申出書の提出までの間に完成した 小曲線半径 60ｍ以下の施工箇所を含む密閉型シールド工事の施工経験を元請で有する土木に係る

監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
→ 入札参加意向申出書の配置予定技術者の工事内容欄に、シールド工法の種類、仕上り内径、施工延長及び 小曲線半径を記入すること。 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号（第 11 号を除く。）のいずれかに該当する者でないこと。 
３ 市内企業構成員の資格要件 

   (1) 登録工種及びランクが「土木Ａ」であること。 
   (2) 土木に係る監理技術者を、技術者として施工現場に専任で配置すること。 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号のいずれかに該当する者でないこと。 
４ 入札に参加を希望する場合の提出書類 

(1) 入札参加意向申出書（兼配置予定技術者調書）、配置予定技術者調書（共同企業体用） 
(2) 共同企業体協定書兼委任状（入札参加資格申請用） 



技術適性重視型指名競争入札・発注予定工事    （平成 15 年 11 月 17 日公表） 

 

○意向申出書の受付期間：平成 15 年 11 月 25 日（火）、26 日（水）（両日とも午前９時から正午まで） 

○受 付 場 所：財政局契約部契約第一課 ℡０４５（６７１）２２４５ 

○指名通知予定日：平成 15 年 12 月３日（水） 

○入 札 予 定 日：平成 15 年 12 月 25 日（木）（入札時に工事費内訳書を持参しない場合、入札に参加できません。） 

番号 工 事 件 名          施 工 場 所     工 事 概 要          工 期      入 札 参 加 の 資 格 基 準             備 考      

西部処理区俣野雨水幹線

下水道整備工事（その３） 

戸塚区 

俣野町 776 

～ 

泉区和泉町

120 番地先 

 

・仕上り内径 2,400mm 泥土式

シールド工（一次覆工） 

     Ｌ＝940ｍ 

・立坑築造工 １箇所 

 圧入ｹｰｿﾝ 

契約の日から 

平成 18 年 

１月 31 日まで 

下記の要件を満たす 

 

技術修得型共同企業体 

 

であること。 

● 予定価格 

（消費税相当額を除く。） 

  916,660,000 円 

● 対象とする工種・工法 

［土木］ 

  シールド工事（泥土圧式） 

  ａ区分又はｂ区分 

 

● 設計図書代金 

 （下水道事業会計） 

２，０００円 
※設計図書は必ず購入してください。 

 

 

 

 
 
 

6021 

 

上記工事の契約の相手方と、上記工事に直接関連する他の工事を随意契約する予定 有 

■全体工事概要   ①仕上り内径 2,400mm 泥土圧式シールド工（一次・二次覆工） Ｌ＝980ｍ   ②立坑築造工 １箇所   ③防音設備工 一式 

   ④特殊人孔築造工 １箇所   ⑤付帯工 

※ 共同企業体の要件 
１ 共同企業体の入札参加資格 

   (1) 市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であること（申出時の名称は、「○○建設共同企業体」とする。）。 
(2) 構成員の数は３者であること。 
(3) 構成員の組合せは、代表構成員の資格要件を満たす者１者と市内企業構成員の資格要件を満たす者２者の組合せであること。 
(4) 構成員の出資比率は、各構成員の出資比率がその共同企業体の総出資額の 10 分の２以上であるとともに、代表構成員の出資比率は構成員中 大であること。 

２ 代表構成員の資格要件 
(1) 申出時において、技術適性リストの〔土木〕シールド工事（泥土圧式）ａ区分又はｂ区分に登載されている者であること。 
(2) 平成５年４月１日から意向申出書の提出までの間に完成した 小曲線半径 60ｍ以下の施工箇所を含む密閉型シールド工事の施工経験を元請で有する土木に係る

監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
→ 入札参加意向申出書の配置予定技術者の工事内容欄に、シールド工法の種類、仕上り内径、施工延長及び 小曲線半径を記入すること。 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号（第 11 号を除く。）のいずれかに該当する者でないこと。 
３ 市内企業構成員の資格要件 

   (1) 登録工種及びランクが「土木Ａ」であること。 
   (2) 土木に係る監理技術者を、技術者として施工現場に専任で配置すること。 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号のいずれかに該当する者でないこと。 
４ 入札に参加を希望する場合の提出書類 

(1) 入札参加意向申出書（兼配置予定技術者調書）、配置予定技術者調書（共同企業体用） 
(2) 共同企業体協定書兼委任状（入札参加資格申請用） 



 

技術適性重視型指名競争入札・発注予定工事    （平成 15 年 11 月 17 日公表） 

 

○意向申出書の受付期間：平成 15 年 11 月 25 日（火）、26 日（水）（両日とも午前９時から正午まで） 

○受 付 場 所：財政局契約部契約第一課 ℡０４５（６７１）２２４５ 

○指名通知予定日：平成 15 年 12 月３日（水） 

○入 札 予 定 日：平成 15 年 12 月 25 日（木）（入札時に工事費内訳書を持参しない場合、入札に参加できません。） 

番号 工 事 件 名          施 工 場 所     工 事 概 要          工 期      入 札 参 加 の 資 格 基 準             備 考      

6022 

港北処理区新羽末広幹線

（太尾・駒岡区間）第一

工区下水道整備工事 

港北区 

大豆戸町 

1260 番地 

・発進立坑築造工 

 連続地中壁 

 内径 16.1ｍ 深さ 63.6ｍ 

契約の日から 

平成 18 年 

３月 15 日まで 

下記の要件を満たす 

 

技術修得型共同企業体 

 

であること。 

● 予定価格 

（消費税相当額を除く。） 

  723,490,000 円 

● 対象とする工種・工法 

［土木］ 

  地下連続壁工事（壁式） 

  ａ区分 

 

● 設計図書代金 

 （下水道事業会計） 

２，０００円 
※設計図書は必ず購入してください。 

※ 共同企業体の要件 
１ 共同企業体の入札参加資格 

   (1) 市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であること（申出時の名称は、「○○建設共同企業体」とする。）。 
(2) 構成員の数は２者であること。 
(3) 構成員の組合せは、代表構成員の資格要件を満たす者と市内企業構成員の資格要件を満たす者の組合せであること。 
(4) 構成員の出資比率は、各構成員の出資比率がその共同企業体の総出資額の 10 分の３以上であるとともに、代表構成員の出資比率は構成員中 大であること。 

２ 代表構成員の資格要件 
(1) 申出時において、技術適性リストの〔土木〕地下連続壁工事（壁式）ａ区分に登載されている者であること。 
(2) 平成５年４月１日から意向申出書の提出までの間に完成した深度 50ｍ程度の地下連続壁工事（壁式）の施工経験を元請で有する土木に係る監理技術者を施工現場
に専任で配置すること。 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号（第 11 号を除く。）のいずれかに該当する者でないこと。 
３ 市内企業構成員の資格要件 

   (1) 登録工種及びランクが「土木Ａ」であること。 
   (2) 土木に係る監理技術者を、技術者として施工現場に専任で配置すること。 

(3) 横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 42 条各号のいずれかに該当する者でないこと。 
４ 入札に参加を希望する場合の提出書類 

(1) 入札参加意向申出書（兼配置予定技術者調書）、配置予定技術者調書（共同企業体用） 
(2) 共同企業体協定書兼委任状（入札参加資格申請用） 


